会　議　録
１　会議名称：令和５年度北九州市保健所運営協議会
２　議　　題：令和４年度北九州市保健所事業報告について
新型コロナウイルス感染症、北九州市保健所健康危機対処計画の策定
について
３　開催日時：令和５年１１月９日（木）１５時００分～１６時３０分
４　開催場所：総合保健福祉センター２階　講堂
（北九州市小倉北区馬借一丁目７番１号）
５　出席者 【委　員】穴井委員　ほか９名
　　　　　 　【事務局】北九州市保健所長　ほか９名
６　会議の公開・非公開：公開（傍聴者数　０人）

７　議事の概要・経過

（１）議事：令和４年度北九州市保健所事業報告について、事務局からの説明の後、質疑応答を行い、了承された。質疑内容は以下のとおり。
（委　員）　性感染症について、最近、梅毒が増えているとの情報があるが、北九州市の状況はどうか。
（事務局）　北九州市でも増えており、令和元年は３１件の届出があったが、令和４年は約３倍の９２件となっている。また、令和５年８月末時点で１００件を超えており、かなり増えている現状である。
（委　員）　結核について、ＤＯＴＳの実施率が１００％となっているが、これまで９９％程度で、１００％は初めてではないか。
（事務局）　これまで１００％をわずかに切れる状況であったが、令和２年の状況としては１００％の実施率となっている。
（委　員）　薬物乱用防止の啓発について、福岡県の令和４年の検挙者のうち３０歳未満の若年層が約７割を占めているとのことだが、若者が薬物に手を出してしまう原因として、将来のことや人間関係などの心の問題があるのではないかと思う。そういった若者の心のケアといった面はどのような活動を行っているのか。
（事務局）　薬物乱用防止については、今回、保健所の啓発活動を紹介したが、警察や心のケアの部署、薬物を使用してしまった方の社会復帰を支援する部署などと協力して取り組んでいる。心のケアで相談を受けて、その方が薬物に手を出さないようにするのは、非常に重要な点だと思う。保健所に相談が寄せられた場合には、内容に応じて対応できる組織を案内している。
（２）議事：新型コロナウイルス感染症、北九州市保健所健康危機対処計画の策定について、事務局からの説明の後、質疑応答を行い、了承された。質疑内容は以下のとおり。

（委　員）　コロナの後遺症について、どこに相談したらよいか。また、後遺症のことがなかなか理解されないこともあり、本人や保護者の方が非常に悩んでいるが、市内に後遺症の専門外来があるのか。
（事務局）　後遺症の相談については、本市の相談ダイヤルで対応している。相談者へは、本市のホームページに掲載している、福岡県が調査した後遺症外来の一覧を案内している。また、かかりつけ医に相談するのが望ましいかと思うが、若い方はかかりつけ医がいない場合もあるので、ホームページの一覧から症状に応じた医療機関を確認いただきたい。
（委　員）　保健所健康危機対処計画に関連して、行政がやっていることの情報発信や市民の行動に関する啓発活動は重要だと思う。これらの情報発信や啓発活動は保健所の業務の一部であり、本省とも連絡・連携して行われる内容だと思うので、健康危機対処計画外の内容かもしれないが連携して活動してもらいたい。
（事務局）　今回のコロナ対策でも市民への周知は非常に大事であるということを痛感している。平時の段階から、保健所が健康危機にどのように取り組んでいるのか、市民の方に知ってもらいたいことも多くあることから、周知に取り組んでいきたいと考えている。
（委　員）　健康危機対処計画策定検討会でも、この３年にわたる研修の新型コロナウイルス感染症の対応について議論をしてきたが、やはり問題は、今後の感染症などの健康危機に備えて、保健所の健康危機対応力をさらに向上させることが必要であり、その中でも迅速に危機に対応できる体制の構築が大変重要ではないかと感じている。

改めて、これまでの取り組みを踏まえて、今後どのような方向性で取り組むつもりか、教えていただきたい。

（事務局）　本市では、令和２年８月に、新型コロナウイルス感染症の専門部署として、保健所に感染症医療対策部を設置し、患者対応など関連業務を実施してきたが、一か所に集約して対応したことで、統一した指揮命令のもと、情報の一元化や業務レベルの維持、様々な関係団体との連携が図れ、度重なる国の方針変更などへも迅速に対応することができたのではないかと考える。
今後、今回のような大規模な感染拡大が起きた場合、情報の一元化や人材確保が困難になることが想定されることから、人員を一か所に集中させて、一体的にマンパワーを発揮できる体制とすることや、さらに新たな感染症危機に対して、平時での取り組みと緊急時の取り組みを迅速に切り替えることができる機動的な組織が理想であると考える。
そうした点も踏まえて、先ほどご説明した健康危機対処計画においても、保健所長のもと、保健所各課の課長及び統括的な保健師が連携して、ＩＣＴ化の推進を含めた普段からの体制強化に取り組み、健康危機発生時には対策本部として情報統制・方針決定の中枢組織となること記載している。
その上で、区役所の保健師やＩＨＥＡＴ登録者などが、危機発生時に即戦力として活躍してもらうための研修や、医療機関等と連携した実践的訓練の実施など人材育成にも重点を置いた取り組みを行うこととしている。
ご質問いただいたとおり、危機対応力の強化において、保健所の体制づくりは重要であると考えており、現在の保健所１か所体制のメリットを生かしながら、本市保健所の体制強化に取り組んでいきたいと考えている。
（委　員）　新興感染症は、ある意味、災害対応であり、指揮命令系統の統一は非常に大事なことであると考える。
保健所は、感染症のみならず、保健・衛生・.生活環境等の幅広い分野で重要な役割を果たしており、様々な健康危機に保健所が一体となって、迅速に対応できる体制が望ましいと考える。

次の感染症危機などの有事に備え、専門職人材の育成も含め、しっかりと取り組んでほしい。

８　問い合わせ先　
（事務局）　保健福祉局保健所医務薬務課

　　　　　　　　電話　093－522－8726
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